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１．はじめに 

国土交通省では、平成 19 年 3 月の｢大規模土砂災害に

対する危機管理のあり方について(提言)」｢大規模土砂災害

の危機管理について(通知)」、平成 20 年 3 月の｢大規模土

砂災害危機管理策定のための指針」(以下指針と称す)を通

じ、国による市町村や都道府県等の実施する危機管理への

最大限の支援を図ることを目的として、直轄砂防事務所で

「大規模土砂災害危機管理計画」の整備を進めている。 

国土交通省九州地方整備局雲仙復興事務所は、その中

で雲仙岳周辺における大規模土砂災害の危機管理体制を

構築する中核となるべく、平成 18 年度から危機管理計画

(案)の検討に取り組んできており、平成 22 年度では事務所

を中心に、関係自治体等が参加する合同防災訓練を実施

した。本発表では、合同防災訓練の実施とそこから得られた

危機管理上の課題への取り組み事例について紹介する。 

２．大規模土砂災害危機管理計画検討の流れ 

大規模土砂災害危機管理計画の検討にあたっては、指針に則り図 1 のような流れで行っている。 

なお、対象とする関係機関の範囲については、雲仙岳を中心に島原半島を構成する｢島原市｣｢南島原市｣｢雲仙市｣、島

原半島を管轄する｢長崎県島原振興局｣、半島内の直轄国道を担当する｢長崎河川国道事務所｣、および長崎県の災害派

遣を担当する｢陸上自衛隊第 16 普通科連隊｣を対象とした。 

３．合同防災訓練の実施 

3.1.訓練目的と訓練方法 
本訓練は、大規模土砂災害に対する参加各機関の防災行動に

際し、各機関の間での情報共有や連携した対応を訓練することを

目的に、以下を評価のポイントとして実施した。 

①各機関が防災業務計画/地域防災計画等で定めた災害対

応を確実に実施しているか。 

②災害の規模に応じて、各機関間の適切な情報共有と、各機

関間で連携した災害対応を実施しているか。 

③大規模土砂災害において､国交省は迅速に調査･解析･判断

を行い､必要な関係機関に適切な助言を行ったか。 

訓練は、より実践的な災害対応訓練とするためロールプレイング

方式とした。ロールプレイング方式とは、訓練を行う者(演習部)と訓

練をしかける者(指揮部)とに分かれ、災害時の実相に近づけた想

定に基づき指揮部がさまざまな機関役を演じ状況を付与することで、

演習部の災害対応を訓練するものである。 

3.2.想定した災害 
想定した災害は、｢直下型地震｣により雲仙岳南側斜面で発生し

た大規模崩壊による天然ダムの形成（高さ約75m）のほか、導流堤

の損傷 2 か所、国道ののり面崩壊、３市の急傾斜地崩壊危険個所

での崩壊と、参加機関それぞれに設定した。(図 2 参照。) 

3.3.訓練実施体制と訓練シナリオ 
訓練は、事務所(支部)は全班が演習部として参加したほか、ヒアリングや事前協議をふまえ県島原振興局（島原支部）は

総務・農林系・土木系の班が、３市(本部)は情報連絡窓口となる総務系部署が、長崎河川国道は管理一課と小浜出張所が、

それぞれ演習部に参加した。また各機関から 1 名づつ、訓練進行の調整役を兼ねて指揮部に参加していただいた。なお自

衛隊は、指揮部として参加していただいた。 

訓練シナリオは、3.2 で想定した災害に対し、国は天然ダムの被害予測を早期に作成して関係機関と速やかに共有し、関 

図 2 想定した災害一覧図 
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図１ 防災訓練を軸とした大規模土砂災害危機管理計画検討の流れ
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係機関は住民の避難計画や通行規制計画等に反映させるといった連携行動を想

定した。また県や市では多数の災害発生を受け、自衛隊の災害派遣要請や、国に

対する緊急点検支援要請を行い、国や自衛隊が対応することを想定した。 

3.4.訓練実施状況 
訓練は平成 22 年 10 月 22 日に雲仙復興事務所を会場に、各機関から計 60 名

が参加して実施した。（写真 1、2） 

訓練序盤に、指揮部から演習部の各機関に 3.2 で想定した災害に関する第一報

を付与し、演習部の各機関はそれぞれの防災計画に則り報告・連絡・意思決定等を

行うことで、訓練を進めた。その中で、3.3 に想定した行動がとられたかを、演習部に

配置された指揮部担当者の観察や、演習部からの指揮部が演じる機関への連絡状

況からモニターした。その結果、各機関とも着実に対応を進めている一方、天然ダム

に関する国から県や市への情報提供や、緊急点検における県から国への支援要請

などについては、課題が残った。 

3.5.アンケート調査の実施 
訓練終了後、演習部参加者、指揮部参加者に分け、アンケート調査を行った。訓

練については、有意義であったとの意見はあったが、訓練中の対応に関しては人員

不足を指摘する意見が多かった。また情報共有や他機関への支援に課題を感じる

との意見が多かった。 

４．関係機関との検討会での課題･対応方針の検討 

訓練参加者へのアンケート結果並びに訓練時の各機関の対応行動に関する整

理結果をもとに、関係機関とともに検討会を実施し、現在の危機管理体制の問題点

を抽出しその対応方針案を検討した(写真 3)。 

検討の結果、防災情報の共有において、各防災機関内部での情報共有はスムー

ズだが機関同士の情報共有は不十分なところもあるとの課題が見出され、検討した

対応方針案を取りまとめた。表 1 に、挙げられた具体的な課題を示す。 

以上をふまえ、対応案を表 1 に示すように整理し、当面の事務所の取り組みのための基礎資料とすることとした。 

５．まとめ 

雲仙復興事務所では、大

規模崩壊や天然ダムの形成、

同時多発的な土石流災害

などの広域的な大規模土砂

災害の可能性に対し、迅速

に対応できる危機管理体制

を構築するため関係機関と

連携した防災体制を構築す

ることを目的とし、合同の防

災訓練と検討会を実施し

た。 

その結果、防災情報の共

有において、各防災機関内

部での情報共有はスムーズ

だが機関同士の情報共有

は不十分なところもあるとの

課題が明らかになり、今後

関係機関間の情報共有体

制の整備をはじめ、各防災

機関が連携した防災体制づくりを進めていくこととした。 

なお土砂法の一部改正に伴い、大規模土砂災害のうち一定規模以上の天然ダム等への緊急的な対応はあらたな国の責

務となり、国と県･市との新たな役割分担が生じるため、その徹底と、手順の習熟にも合せて取り組んでゆかねばならない。 

雲仙復興事務所は、今後とも島原半島地域をはじめとする広域的な大規模土砂災害危機管理の要としての役割を果た

せるよう、引き続いて大規模土砂災害危機管理体制作りに取り組んでゆきたい。 

最後に、訓練にご協力いただいた長崎県島原振興局・島原市・南島原市・雲仙市・陸上自衛隊第 16 普通科連隊・長崎河

川国道のみなさまにこの場をお借りしてお礼申し上げます。 

 

写真 1 防災訓練状況(雲仙支部)

写真2 防災訓練状況(連絡調整会議)

写真 3 関係機関との検討会の状況

表 1 課 題 と 対 応 方 針 案 

  関係機関との連携･支援上の課題 危機管理上の課題 情報共有上の課題 

共通 相互に支援できることの明確化。 関係機関同士の連携した対応。 機関間の情報共有。 
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題 

雲
仙
復
興
事
務
所

・島原半島全域の土砂災害発生状況の迅速

な把握と、県や市が実施する土砂災害対

策への積極的な支援、河道閉塞（天然ダ

ム）情報の迅速な通知。 

・土砂法改正に伴う、手続き等の周知。 

 

・河道閉塞（天然ダム）決壊時の下流域の安

全管理情報等の迅速な検討。 

・ヘリ調査､TEC-FORCE 要請､ 連絡調整会

議､合同記者会見開催等の円滑な実施。 

・土砂法改正に伴う緊急調査の実施手法等

の習得。 

・現地情報連絡員（リエゾン）の迅速な

派遣。 

・長崎河川国道事務所、県（島原振興

局）及び市等の関係機関との、積極

的な情報共有。 

 

関
係
機
関 

・自機関の行う災害対応に関する情報の、

他機関への積極的な提供。 

・国から県・市への支援(緊急点検の実施支

援等)、県から市への支援(二次災害防止等

に関する技術支援)の積極的な実施、並び

に支援の要請。 

 

・河道閉塞（天然ダム）形成に係る情報を得

た際の､雲仙復興事務所への問合せ､並び

に関係機関と連携した避難誘導計画や交通

規制等の速やかな検討。 

・二次災害防止等のための対策検討､並びに

自機関で手に負えない場合等の関係機関

への支援要請。 

・県・周辺の市相互間、及び雲仙復興

事務所・長崎河川国道事務所等の関

係機関相互で直接連絡し、迅速に情

報共有できる体制。 

 

 

 

対
応
方
針
案 

・情報連絡員(リエゾン)、TEC-FORCE の派

遣･受入､ヘリ調査･危険箇所点検等、連携し

た災害対応の円滑な実施に関する課題の

整理と､対応方策の検討、とりまとめ。 

・各機関での上記結果の共有､活用。 

・事務所大規模土砂災害危機管理計画(素

案)等の見直し(土砂法改正対応含む)。 

・大規模土砂災害への対応の習熟を目的とし

た各機関による勉強会等の実施や、左述の

対応方策の検証を目的とした合同防災訓練

等の継続的な実施。 

（土砂法改正対応の確認・習熟含む。） 

 

・長崎県防災情報システムを雲仙復興

事務所でも共有する等､迅速な災害

情報の共有のための方策の検討。 

・各機関が所有する災害関連情報や資

機材情報等の事前共有。 
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